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（２）農業分野 

１）農業分野における地球温暖化影響 

平成22年における九州の農業産出額は、1.6兆円程度で、全国の約20％を占めている。

また、九州は平成 22 年における畜産の国内占有率が約 25％を占めており、野菜・果実

や米の生産も盛んである。6) 

しかし、水稲では、高温障害により品質が低下しており、九州は一等米の比率が低く

なっている。また、出穂期の気温障害により米が白く濁る白未熟粒や胴割粒も発生して

いる。さらに、野菜では夏場の葉物の収量減少や葉先枯れの増加がみられ 5)、果樹では

鹿児島県において気温の上昇に伴う発芽日および満開日の早期化に伴う生育不良や冬季

の低温時間の減少による落葉果樹（ブドウやナシなど）の休眠覚醒への影響が懸念され

ている。7) 

このように水稲・野菜・果樹などの農作物については、気温の上昇等により、今後も

さらなる品質低下、収量低下が懸念されている。5) 

一方、畜産については暑さで牛などが死ぬ、牛乳の品質が低下するといった影響が懸

念されている。5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 

6)「平成 22 年農業産出額（都道府県別）」（農林水産省） 

7)「平成 23 年度版 鹿児島県環境白書」（鹿児島県） 
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100.0%

75.0%

75.0%

66.7%

66.7%

58.3%

50.0%

50.0%

41.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

生態系への悪影響

災害リスク

健康への悪影響

渇水リスク

農業への悪影響

畜産業への悪影響

海岸や砂浜の消失リスク

水産業への悪影響

林業への悪影響

回答数：12

・災害リスク：大雨による浸水や土砂流出、異常潮位、台風の強大化 など

・渇水リスク：水資源の不足

・海岸や砂浜の消失リスク：海面上昇による異常潮位、海岸や砂浜の浸食 など

・林業への悪影響：シカによる被害、マツクイムシなど病害虫による森林被害、ブナ等自生種の衰退 など

・生態系への悪影響：生物の分布域の変化、南方系の種の侵入 など

・水産業への悪影響：水温上昇などによる漁種の変化、回遊魚の生息域の変化 など

・農業への悪影響：農作物の生育不良 など

・畜産業への悪影響：家畜の生産性の低下 など

・健康への悪影響：熱中症、動物媒介性感染症（マラリア、デング熱、チクングニア熱等） など

２）地方公共団体アンケート調査結果による農業分野の地球温暖化影響、情報収集 

ａ．極端現象・気候の変化による影響に対して、心配な項目 

地方公共団体アンケート調査では、「極端現象・気候の変化による影響に対して、心配な

項目」として、環境担当部署の約７割が「農業への悪影響」を挙げており、「畜産業への悪

影響」も６割程度が挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■極端現象・気候の変化による影響に対して、心配な項目（農業分野） 
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76.9%

69.2%

61.5%

61.5%

61.5%

46.2%

38.5%

30.8%

30.8%

30.8%

23.1%

15.4%

7.7%

7.7%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水稲や野菜の生育不良、収量の減少、品…

集中豪雨や局地的大雨の増加

年平均気温の上昇

真夏日、猛暑日、熱帯夜の増加

果樹の生育不良、収量の減少、品質の低下

農作物の収穫時期の変化

家畜の乳量の減少、繁殖成績の低下

台風の規模・頻度・ルートの変化

大雨による土砂崩れ等斜面災害の増加

大雨による低平地の浸水被害の増加

大雨による河川氾濫の増加

水資源の不足

冬日の減少

降雪量の変化

農業用水取水可能量の変化 回答数：13

水稲や野菜の生育不良、収量の減少、品質
の低下

ｂ．現実に起きており、かつ深刻と考えている現象、今後深刻になると考えている現象 

地方公共団体アンケート調査結果の部署別集計で特徴的なものを以下に示す。なお、農

業分野との関連が薄いと考えられる項目はグラフから削除している。 

 

農業担当部署 

「現実に起きており、かつ深刻と考えている現象」として、農業担当部署の約８割が「水

稲や野菜の生育状況や収量の減少、品質の低下」を挙げており、「果樹の生育不良、収量の

減少、品質の低下」も約６割である。 

なお、「現実に起きており、かつ深刻と考えている現象」として挙げているものが多く、

「今後深刻になると考えている現象」としては、５割を超えるものはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現実に起きており、かつ深刻と考えている現象（農業分野） 
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76.9%

69.2%

61.5%

61.5%

53.8%

53.8%

23.1%

23.1%

23.1%

23.1%

15.4%

15.4%

7.7%

7.7%

7.7%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水稲や野菜の生育状況や収量、品質

果樹の生育状況や収量、品質

降水量

家畜の乳量や繁殖成績

年平均気温

雨量

台風の規模・頻度・ルート

水源の貯水量

農作物の収穫時期の変化

農業用水取水可能量

真夏日、猛暑日、熱帯夜

大雨による河川災害、土砂災害、浸水被害

冬日

降雪量

台風による風倒木被害

高潮被害

回答数：13

ｃ．定期的に情報収集している項目 

地方公共団体アンケート調査結果の部署別集計で特徴的なものを以下に示す。なお、農

業分野との関連が薄いと考えられる項目はグラフから削除している。 

 

 

農業担当部署 

農業担当部署の約８割が「水稲や野菜の生育状況や収量、品質」を定期的に収集してお

り、「果樹の生育状況や収量、品質」、「家畜の乳量や繁殖成績」も６割を超えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■定期的に情報収集している項目（農業分野） 
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46.2%

46.2%

38.5%

38.5%

15.4%

15.4%

7.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

農業における高温対策技術の開発

農家への暑さに強い品種の情報提供、高

温回避施設や栽培手法・作期の指導

暑さに強い米・野菜・果樹の開発

畜舎の遮熱対策など畜産農家への高温対

策技術の情報提供・指導

畜産業における高温対策技術の開発

その他（農業分野）

農業用水の確保 回答数：13

畜舎の遮対策など畜産農家への高温対策技
術の情報提供・指導

農家への暑さに強い品種の情報提供、
高温回避施設や栽培手法・作期の指導

84.6%

69.2%

61.5%

53.8%

53.8%

30.8%

15.4%

15.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

畜舎の遮熱対策など畜産農家への高温対

策技術の情報提供・指導

農家への暑さに強い品種の情報提供、高

温回避施設や栽培手法・作期の指導

農業における高温対策技術の開発

暑さに強い米・野菜・果樹の開発

畜産業における高温対策技術の開発

農業用水の確保

農家・畜産農家への気象警報の発信シス

テムの整備

その他（農業分野） 回答数：13

畜舎の遮対策など畜産農家への高温対策
技術の情報提供・指導

農家への暑さに強い品種の情報提供、
高温回避施設や栽培手法・作期の指導

農家・畜産農家への気象警報の
発信システムの整備

３）農業分野における適応策 

①地方公共団体アンケート調査結果による農業分野での適応策実施状況 

地方公共団体アンケート調査では、農業担当部署の約８割が「畜舎の遮熱対策など畜産

農家への高温対策技術の情報提供・指導」を実施しており、「農家への暑さに強い品種の情

報提供、高温回避施設や栽培手法・作期の指導」、「農業における高温対策技術の開発」、「暑

さに強い米・野菜・果樹の開発」、「畜産業における高温対策技術の開発」も５割を超えて

いる。これらの取組は多くの部署で温暖化影響も考慮して実施している。 

なお、熊本県では、「気象災害に強いハウス施設の整備」や「高温等対策施設・機械の整

備」を、鹿児島県では、「防暑対策としての畜舎への細霧装置、扇風機等の整備に対する県

単独事業を実施している。 

なお、農業分野との関連が薄いと考えられる項目はグラフから削除している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■農業担当部署で実施している施策 

■農業担当部署で温暖化影響も考慮して実施している施策 



29 

 

②各行政機関で実施している農業分野の適応策 

●早期警戒システム構築のための白未熟粒発生予測モデル 

＜独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構＞ 

平成 22 年度は全国的に気温が高くなり一等米比率が低下したが、九州も悪い状況が続

いている。 

独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構（「以下、農研機構」という）は、白

未熟粒を減らすためにモデルをつくり、白未熟粒の発生を前もって予測し、早期警戒情

報（白未熟粒が多発しそうなので対策を行いなさいという予報）を発令、それを受けて

現場では対策を行うという構想で研究を進めている。 

農研機構では白未熟粒は発生要因により、タイプ１（背白粒、基白粒で、発生率は特

に気温との相関が高いもの）と、タイプ２（乳白粒、心白粒で、発生率は気温、登熟期

の日射量、籾数と相関が高いもの）に分けられるため、２タイプのモデルを開発した。 

早期警戒情報を受けて対策を実施することで、白未熟粒を減らす効果が上がることが

期待されている。5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■水稲の白未熟粒発生予測モデルの活用場面 

5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 
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● 農水産業への影響調査

● 産学官連携による共同調査・研究の実施

県内外の大学や民間企業等

との連携

【運営会議】
● 議 長：総合農業試験場副場長

● 副議長：畜産試験場副場長

: 水産試験場副場長

● 会議員：関係各課課長補佐

【事務局】

事務局：農政企画課、総合農業試験場

農水産業温暖化研究センター運営体制図

【センター長】： 総合農業試験場長

調査・分析プロジェクト 技術開発プロジェクト

個別アドバイス

情報の分析結果を

技術開発へ活用

総括アドバイス

・本県の温暖化予測

・農水産業への影響予測

・品目別影響調査

・藻場の分布調査

・公募研究情報の集積

・国や他県との情報交換

・その他民間や大学等の研究機関との連携

・他分野、他業種が有する技術シーズと農水現場の抱える課題のマッチ

ングによる革新的な技術の開発

・調査・研究開発スピードアップ

● 影響緩和対策に係る調査・研究の公募

・全国から調査・研究課題を公募

● 温暖化関係情報の収集・

分析

個別アドバイス要請

温暖化情報の集積と分析 スピード感のある技術開発等の実行

【アドバイザー会議】
・ 各プロジェクト活動へのアドバイス

・ 農水産現場ニーズと、研究機関の技術シーズや民間企業の開発ニーズとのマッチングを推進

【アドバイザー会議の構成】

● 学識経験者や気象予報士等の気象に関する専門家→ 気象学研究者、気象協会

● 産学官連携コーディネイター → ＪＳＴサテライト宮崎、県産業支援財団

● 大学等の研究機関 → 宮崎大学）

→ （株）みやざきＴＬＯ

● 県内企業の代表（オブザーバー） → 県工業会

技術シーズ活用

企業等とのマッチング

●地球温暖化の進行に対応した未来型みやざき農水産業の確立に向けて＜宮崎県＞ 

地球規模での温暖化の進行が叫ばれている中、宮崎県の農水産業においても地球温暖

化の影響と推測される耕種作物の収量や品質の低下、家畜の生産性や受胎率の低下及び

藻場の衰退や磯焼け等が顕在化してきたことから、地球温暖化に向けた対策を早急に講

じる必要が出てきた。 

このため、宮崎県では、平成 20 年６月に県総合農業試験場内に「宮崎県農水産業温暖

化研究センター」（以下「研究センター」という。）を設置し、地球温暖化に対応した本

県農水産業のあり方の検討や温暖化に関する様々な情報等の集積・分析、さらに大学や

民間企業等との連携による調査・研究等の取組を進めている。 

研究センターでは、調査・分析プロジェクトとして、宮崎県における地球温暖化の予

測や農水産業への影響調査を実施するとともに、技術開発プロジェクトでは、公募にて

採択した施設園芸用高効率暖房機の開発や魚類等の新たな感染症の診断技術の確立のほ

か、木質や畜ふん（鶏ふん）バイオマスの利活用プロジェクトなどの取組を進めてきて

いる。 

さらに、園芸作物の秋季高温障害対策の開発、通気性や採光性を改善した簡易牛舎の

導入実証や将来に向けた革新的な取組として太陽熱を活用したハウス冷暖房システムの

開発等にも取り組んでいる。 

宮崎県では、これらの成果等を踏まえ、平成 24年３月に「宮崎県農水産業地球温暖化

対応方針」を取りまとめ、今後とも、研究センターを核に「温暖化を活かす」、「温暖化

から守る」、「温暖化を抑制する」の３つの視点から各種の取組を積極的に進めていく。8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■宮崎県農水産業温暖化研究センターの組織体制 

8)宮崎県農水産業地球温暖化対応方針 

■H24.3 に策定する 

対応方針 
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●温暖化に強く美味しい米の品種開発＜福岡県農業総合試験場＞ 

福岡県下で生産された１等米の比率は、平成 16 年以降、５年連続して 30％未満と低

く、地球温暖化による８～９月の気温上昇が要因の一つと考えられた。そこで、福岡県

農業総合試験場は、平成 17 年から、高温登熟性に優れ、極良食味の水稲品種を目標とし

て、育成を開始し、このような特性を持つ品種として「元気つくし」を開発した。この

「元気つくし」が暑さに強いかどうか見極めるため、35℃の温水を水田に循環させて、

稲にとって過酷な暑さを人工的に作り出す「水稲高温耐性評価施設」で栽培したところ、

「元気つくし」には高温耐性があることが分かった。 

福岡県では平成 21 年に「元気つくし」を準奨励品種に採用しているが、その作付面積

は、H21：385ha、H22：1,090ha と大幅に増加しており、H23 は 3,000ha を予定している。

「元気つくし」は温暖化適応対策をきっかけとして生まれた品種であるが、食味もよい

ことから、ブランド米として育ちつつある。5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■各品種の白未熟粒の発生率（登熟温度別） 

5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 
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●暑さに強い青ネギの品種開発＜福岡県農業総合試験場＞ 

「博多万能ねぎ」などの小ネギは福岡県の重要な農産物である。小ネギは、夏に需要が多

く（薬味）、値段も高くなるが、夏期の生産は不安定で出荷量が少ない状況である。さらに、

夏になると色が薄くなる、細くなり重さが軽くなるという現象や、「葉先枯れ」という症状が

非常に多くなる。 

そこで、福岡県農業総合試験場は、平成15年から、葉色が濃く、収量が多く、葉先枯れ症

の発生が少ないという小ネギの暑さによる悪影響を克服した品種として「夏元気」を開発し

た。また、福岡県農業総合試験場では平成24年度から十分量の種子を供給できるよう準備を

進めており、「夏元気」は、『博多万能ねぎ』などのブランド農産物一つとしての売り込みが

期待されている。5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「夏元気」の品質（他品種との比較） 

5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 
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●水稲新品種「さがびより」の取組＜佐賀県＞ 

佐賀県内の水稲の主力品種であるヒノヒカリは登熟期に高温の影響を受けやすく、

平成 14 年以降、１等米の比率及び収量が低下していた。特に、平成 19 年は猛暑年で、

品質低下が著しかったため、佐賀県では、高温適応性があり、中生・良質・良食味の

有望系統である「さがびより」の導入に向けた取組を加速化し、平成 21年に「さがび

より」を奨励品種に採用した。 

新品種は、導入時の市場評価がその後の銘柄確立に大きな影響を及ぼすことから、

導入初年目の平成 21 年産から栽培指導の徹底を図り、①「さがびより栽培のポイント」

の発信、②新聞紙面を活用した栽培のポイントの周知（さがびより通信）、③現地研

修会の開催（３回）、④出荷基準に対応した葉色診断の実施など、地域と連携した指

導を行った。また、平成 22 年産からは、卓越した栽培技術を有し、他の農業者へアド

バイスできる農業者を「さがびより米
まい

スター」として認定し、指導体制の充実を図っ

た。このような中、平成 22 年は猛暑であったが、他の品種に比べて収量・品質の低下

は小さく、高温に強い品種特性を発揮することができた。 

また、作付面積は、H21：1,520ha、H22：4,360ha、H23：4,380ha と順調に増加して

いる。 

加えて「さがびより」は、独自の厳しい出荷基準で選別されており、その基準をク

リアした米のみが統一デザインの米袋を使用できることとなっている。 

これらの取組の結果、食味ランキングで２年連続『特Ａ』を獲得し、ブランド米と

して定着しつつある。 

なお、佐賀県では「さがの米・麦・大豆競争力強化対策事業（H21～25）」により、標

柱や生育診断スケール等の資材の作成、さがびより米
まい

スターの活動を支援している。9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■導入初年度における指導体制の整備 

9)佐賀県生産振興部農産課資料 
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●農業分野での適応に関する研究＜佐賀県＞ 

佐賀県では農業分野で温暖化影響への適応に関する様々な研究を行っている。 

 

■佐賀県における農業分野での適応に関する主な研究課題一覧 9) 

研究課題名 
研究 

期間 
研究目的・内容 

野菜 

温暖化に対応した高温対策による上場

地域のイチゴ増収技術確立【戦略的研

究課題】 

H21～23 

○春期の果実品質と増収、及び７月までの収穫延長

による増収とコスト削減を実現するための高温対

策技術等の確立 

花き 

野菜 

地球温暖化における夏秋高温環境が本

県主要野菜花きに及ぼす影響と対策技

術の確立（夏秋キク、イチゴ、ﾎｳﾚﾝｿｳ、

ﾀﾏﾈｷﾞ）（本場・三瀬・白石） 

【戦略的研究課題】 

H21～23 
○夏秋期の高温による園芸作物の生理生態への影響

や生育障害防止技術の開発等 

花き 
温暖化、省エネ化に対応したトルコギ

キョウの環境制御技術の確立 
H23～25 

○成長品目の一つであるトルコギキョウの、秋出荷

作型での温暖化と、冬春出荷作型での省エネ化に

対応した環境制御技術を確立 

果樹 

温暖化に対応したカンキツの総合的な

高品質安定生産技術の確立 
H21～26 

○温暖化に対応した高品質果生産のための樹体制御

技術や影響を受けにくい品種の栽培技術の確立を

行う。 

夏秋期高温環境がナシに及ぼす影響と

対策技術の確立【戦略的研究課題】 
H21～23 

○夏秋期高温が生理生態等に及ぼす影響の実態解明 

○高温生理障害の回避技術や樹勢の制御による花芽

分化促進技術等、温暖化に対応した新たな栽培技

術の確立 

ナシの発芽不良の発生要因解明と回避

技術の開発 
H22～26 

○発芽不良の要因を解明するとともに、温暖化条件

下における回避技術の開発を行う。 

茶 
効率的潅水による土壌水分管理技術の

確立 
H22～24 

○春先の高温少雨、夏秋の高温干ばつ等が施肥窒素

の分解・吸収の阻害要因となっており、土壌や生

育環境に応じた潅水技術を確立する。 

畜産 

暑熱ストレス評価法の確立および暑熱

ストレス軽減化手法の開発による家畜

生産効率向上に関する試験 

H22～26 

○生殖細胞から生体に至るまでの暑熱ストレスに関

連した繁殖機能阻害要因を解明し年間を通した繁

殖性・生産効率の向上を図ると伴に、新たな受精

卵移植技術の開発により受胎率向上を目指す。 

飼料用米および麦と茶葉を組み合わせ

た肥育豚の暑熱対策技術の開発 
H22～26 

○飼料自給の向上と暑熱対策を図るため、豚で夏季

に摂取不足になりやすいアミノ酸リジンを多く含

む飼料用米や麦と、抗酸化物質を多く含む製茶残

さを組み合わせた給与技術を開発 

ブロイラーの暑熱ストレスによる損耗

防止技術の確立 
H23～25 

○飼養管理法によるブロイラーの暑熱被害を低減す

る技術を確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
9)佐賀県生産振興部農産課資料 
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●乳牛の酸化ストレス低減に関する飼養管理技術 

＜独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 九州沖縄農業研究センター＞ 

家畜は高温では酸化ストレスが強くなり、生産性（泌乳量など）が低下し、最終的に

は死に至る。家畜が死ぬと、農家が生産手段そのものを失うことになるので、その被害

は非常に大きい。 

そこで、独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構 九州沖縄農業研究センター

は（以下、「九州沖縄農研センター」とする）、乳牛の酸化ストレス低減に関する飼養管

理技術の研究を進めている。 

具体的には、家畜の酸化ストレスを弱くするための身近な対策としてビタミンＥ等を

含む抗酸化飼料の投与が挙げられており、九州では食品加工産業が盛んであるため、ミ

カンジュース粕、ニンジンジュース粕、焼酎粕濃縮液、菜種粕などを飼料に混ぜて投与

する研究を進めている。 

今後は、酸化ストレス対策の低コスト化（安価な抗酸化飼料の開発、効果的な給与方

法の開発、必要な成分を必要なときに給与）が課題である。5) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■抗酸化飼料（ミカンジュース粕） ■抗酸化飼料（焼酎粕濃縮液） 

■乳牛の酸化ストレス対策 

5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 
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●農業分野での温暖化に関する研究（１）＜鹿児島県農業開発総合センター果樹部＞ 

～垂水市の気温の変動がウンシュウミカンとポンカンに及ぼす影響（平成 21 年度）～ 

地球温暖化に伴う気温上昇が鹿児島県の果樹栽培に影響を与えつつあるため、鹿児島

県農業開発総合センター果樹部は、垂水市における昭和 46年以降の気温の変動が、ウン

シュウミカン「三保早生」およびポンカン「吉田ポンカン」の生育相等に与える影響の

評価を行っている。 

その結果、垂水市において、昭和 56 年以降、気温の上昇に伴い発芽日が「三保早生」

で３～５日、「吉田ポンカン」で８～11 日早くなり、満開日が「三保早生」で１～４日、

「吉田ポンカン」で５～７日早くなること、「吉田ポンカン」は満開日が早くなると 11

月下旬の着色歩合が高まることが分かった。 

この研究では、今後も気温の上昇に伴い果樹の発芽日および満開日が早くなることが

予想され、樹種により気温の変動に対する生育反応に違いが認められるため、栽培管理

面での対応策を樹種別に検討する必要があると指摘している。10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「三保早生」における２～４月の 

平均気温と満開日の関係 

注）n＝38 

■「吉田ポンカン」における２～３月の 

平均気温と満開日の関係 

注）n＝38 

■「吉田ポンカン」の満開日と 11 月下旬の 

着色歩合との関係 

10)鹿児島県農業開発総合センター資料 
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●農業分野での温暖化に関する研究（２）＜鹿児島県農業開発総合センター果樹部北薩分場＞ 

～落葉果樹栽培のための冬季の低温積算時間の変動と地域分布（平成 20～24 年度）～ 

ブドウやナシなどの落葉果樹は、冬季に十分な低温に遭うことで休眠が覚醒し、正常

に発芽や開花する。近年、地球温暖化による暖冬の影響が指摘されており、栽培南限地

域にある鹿児島県では、休眠覚醒に必要な低温が今後十分得られなくなると懸念されて

いる。そこで、鹿児島県農業開発総合センター果樹部北薩分場は、冬季に 7.2℃以下の

積算時間の変動状況や地域分布を明らかにし、落葉果樹の品種選定や栽培の可否を判定

する指標を設定するための研究を平成 20～24 年度の期間で実施している。 

平成 21 年度の研究結果からは、冬季の低温積算時間の年次変動が激しくなり、暖冬年

が増えていること、低温積算時間の地域分布は昭和 50 年～平成４年と比べ変動は少ない

が、暖冬年にはナシやモモで低温不足となる地域があり、落葉果樹の品目や品種の選定

に注意する必要があることが分かっている。また、成果が落葉果樹の品種の選定や栽培

の適否の指標として活用できること、低温不足への対応策には、休眠打破剤の使用、低

温要求量の少ない品種、樹種の選定などがあることを指摘している。10) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●亜熱帯化による病害虫の増大などに備えた、ファームレンジャー（指導員）による 

農家への指導＜北九州市＞ 

北九州市は病害虫の駆除を目的に、農家への指導員としての「ファームレンジャー制

度」を設けている。ファームレンジャーは、①農家に対する正しい農薬知識の伝達、②

農薬の適正使用などの指導、点検、③病害虫防除などの栽培履歴の指導、④ポジティブ

リスト制度（一定量以上の農薬等が残留する食品の販売を禁止）の周知、⑤農薬の飛散

防止対策の情報提供等を行っている。 

北九州市では今後はこの制度を利用して、亜熱帯化による病害虫の増大などに備えた

農家への指導が可能と考えている。5) 

 

 

■低温積算時間が不足するアメダス地点 

注）休眠覚醒に必要な 7.2℃以下の積算時間は、ブドウ約 400 時間、カキ約 500 時間、 

ナシ約 800 時間、モモ約 1,000 時間である。 

5)平成 22 年度 九州・沖縄地方の地球温暖化影響・適応策検討調査業務報告書 

10)鹿児島県農業開発総合センター資料 


